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6グループが説く「枠組み」「条例の原点」とは何か

　私も参加している第6グループが、条例の「枠組み」および「原点」の再確認を熱心に求めています。もう耳にたこで聞き飽きたという方も、未だに何の話か判らないと言う方もあって、熱心さの割りに6グループの意図が伝わっていない方も多いようなので、私なりの解釈をつけてみました。
　「枠組み」とは何だ
　誤解の最たるものは、「枠組み」がいわゆる「章立て」、つまり総則には何を書き、参政権には何を書くといった、本の目次のようなものだろうと言う理解です。実は私も最初そう思いました。その後の議論でわかったことは、「枠組み」がそういうものを指すのではなく、本当は、「条例で決められる範囲を縛っている与件」と言う意味で使われていると言うことです。そうであれば、はじめから「たが」とか、堅苦しくとも「制約条件」とか言えばもっと判りやすかったように思います。ともあれ、その後者の方を思い浮かべてください。
　この「枠組み=制約条件」は、行政法では「条例制定権」という言葉で登場します。
　国は法律と政令など（両方まとめて「法令」）に基いて、自治体は法令と、独自に決めた条例に基いて行政を敷くというのが法治国家日本のやり方です。憲法で、法律は国会だけが決めることが出来るとされていて、このためもあって、国会は国の最高意思決定機関と呼ばれます。政令や省令は、法律が明文で委任している時に、具体的な細かい点を前者は内閣が、後者は各省庁がきめるものです。では、自治体が決める条例はどうなっているかというのが「条例制定権」です。
　条例は、いわば自治体の中だけで通用する「地域の法律」で、自治体の中では法律と同じ強制力があります。では、法律と同じ力を持つものを、なぜ国会でない「自治体」が作ることが出来るかというと、これも憲法が認めているからです。憲法の第94条は、自治体が「…法律の範囲内で条例を制定することが出来る。」としています。
　「自治」について憲法は、第92条で「地方自治の組織と運営は、地方自治の本旨に基いて、法律で定める。」としており、この規定で作られた法律が「地方自治法」をはじめとする幾つかの法律です。地方自治法の14条はまず、「法令に違反しない限りにおいて、第2条2項の事務については、条例を制定することが出来る。」と言っています。「第2条2項の事務」というのは、法律が国が独占的に行なうとしていること以外の行政の仕事です。
　このように、条例制定権は、法の白紙部分につい書き足すと言う建前になっていますが、そのほかに判例などを通じて、法に抵触あるいは重複するときも、条例制定が認められる場合が定着していて、次の4つを挙げることができます。

　1.　目的の相違　‐規制の対象が同じでも、目的が違えば条例は作れる（例、犬について、狂犬病予防（国）と飼犬の取り締まり（都））。

　2.　裾切り　‐　法が基準以上を対象とするとき、それ以下について規制する。
　3.　横出し　－　「落穂ひろい」とも言われ、法が羅列するもの以外を追加する。

　4.　上乗せ　－　国が最低基準（ナショナルミニマム）を決めているとき、更に高いレベルを決める。（ナショナルマキシマムが決められたときは、それを超えることは許されない。）

　以上を前提に、第6グループは、大綱を討議するに当たって、まず「法令に抵触する内容を含んでいないか、国の事務に属する内容に触れていないか」、全員で総点検することから始めようと呼びかけているわけです。
　「原点」と目的達成の道具立ての話
　すべて、法令に共通して大切なことは、それがどのような社会の課題を解決しようとして制定されたものかと言うことです。例えば、刑法は反社会的な行為を出来れば根絶すること、道路法は、何時でも誰でも安全に利用できる公共施設としての道路を全国的に整備することが、その「原点」ともいえる制定の意図でしょう。これらは、法の精神とか制定の趣旨と呼ばれることもあります。
　では、自治基本条例のようなものを、自治体はなぜ必要とするのでしょうか。
　戦後、新憲法が出来、国政は国会の意思で、地方自治は「地方自治の本旨」に従って行なうことが決まりましたが、自治については戦前の上意下達が最近まで長く続いたと思います。それが3割自治と言われたもので、自治体が行政の7割を負担するにもかかわらず、税収の7割は国に留め置かれ、差額を交付金や補助金として「下げ渡す」ことで、中央官庁が地方の意思決定にも大きく介入していたのです。国の財政破綻と平成12年の分権一括法の施行で、このやり方が大幅に変わりました。
　自治体独自の意思決定が不可欠になってくると、その意思決定の正統性が求められます。民意を確認する手段として、これまで主として「意識調査」というアンケート方式が使われました。この方式には、次に述べる欠点もありますので、これに代わる民意確認手段として、自治基本条例が登場したと見て、そう間違ってはいないでしょう
　「意識調査」は、無作為で公平なようですが、予備知識の全くない方にも回答を迫る一面もあり、また設問次第で結果を誘導できる危うさもあります。これに代わるやり方として他国に例があるのは、予備知識があり提言も出来る人たちの集会で意見をまとめる方式です。我が国には不十分ながら公聴会の制度はありますが、こうした市政参画のありかたが、自治のルールとしての基本条例にどう取り入れできるかが課題です。
　民意に基く行政が解決すべき課題ならば、自治基本条例は、課題を解決できる内容を持たなくてはならない筈です。手短に言うならば、市民の知らないうちに、大事な施策の決定がなされ、市民が知って驚き失望するようなことが起きないように、市民が参加した「市政の意思決定のルールを決める」ことが、その条例の中心に来なくてはならないのです。
必要とされるルールは、次のことを含むと考えます。
a.　意見を言える人は誰か（いわゆる市民の定義）。
b.　どのような場で言われた意見が市民の意見なのか（意見の位置付け）。
c.　「場」を、誰が設定し、誰が参加でき、誰がどのように運営し、結果をどう扱うのか。
d.　市民の参加なしで決定された政策をどう取り扱うか。
　前記は、市民の参政権のあり方を決めると同時に、行政がそれに応じた制度を用意し、また議会がその制度運用に協力することが前提となります。
　ここで述べた自治のあり方には、その背後に、行政はみんなが出し合った資金で行なうものであり、資金の拠出は市民の義務であるとともに、その「使い道については、使われる瞬間まで市民に発言権（資金の潜在的所有権）が残っている」という思想があるように思います。
　ともあれ、6グループの呼びかけは、大綱案について、その枠組み（制約条件）
の精査と併せて、なにを解決するための条例なのか、解決に必要な道具立ては揃っているか、もっとよい道具はないのか、不必要な規定が邪魔をしていないかを、しっかり見極めようというところにあります。
　私は、ここにいう「枠組み」と「原点・道具立て」のはなしは、自治の基本を考えるときに、一番大切なことではないかと思います。
（完）
